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扶桑町告示第１２４号 

 

   公共下水道汚水幹線工事の制限付一般競争入札 

 

 制限付一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下

「施行令」という。）第１６７の６第１項及び扶桑町契約規則（昭和５９年扶桑町規則第

１７号）第５条第１項及び第７条の規定に基づき告示する。 

 

 令和７年８月８日 

                        扶桑町長 鯖瀬 武 

 

１．入札に付する事項  

(1) 工 事 名 公共下水道汚水幹線工事 

(2) 路線等の名称 扶桑５-２号汚水幹線 

(3) 工 事 場 所 扶桑町大字柏森地内 

(4) 工 期 令和８年３月２３日 

(5) 工 事 概 要 工事延長 L＝149.6ｍ 泥土圧推進工 Ｌ＝146.0ｍ 

管布設工（φ400）Ｌ＝146.3ｍ 

(6) 予 定 価 格 金．９７，９２１，０００円 

この金額は消費税及び地方消費税を除いた金額である。 

(7) 最低制限価格 設定する(非公表)。 

 

２．入札方法 

   本案件は、入札及び申請書の提出等をあいち電子調達共同システム（ＣＡＬＳ／Ｅ

Ｃ）における電子入札サブシステム（以下「電子入札システム」という。）で行う。 

   一定の資格要件を満たした単体企業及び２者による自主結成方式の特定共同企業体

（以下「特定ＪＶ」という。）の参加による制限付一般競争入札により行うものとす

る。特定ＪＶは、単独企業用として利用者登録された代表構成員の代表者名義のＩＣ

カードで、特定ＪＶ名により電子入札に参加すること。また特定ＪＶで入札に参加す

る場合、構成員は単独で入札に参加できない。 

   その他詳細な入札方法は、扶桑町工事等電子入札実施要綱（平成２０年扶桑町要綱

第１７号。以下「電子入札要綱」という。）による。また特定ＪＶのその他詳細は、

共同企業体取扱要領（昭和６２年扶桑町要領）及び別紙「公共下水道汚水幹線工事制

限付一般競争入札に参加する特定共同企業体について」による。 

 

３．入札参加者の資格 

   本工事の入札に参加する者に必要な資格は、次のとおりとする。 

建設業の

許可  

建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第３条第

１項の規定による土木一式工事についての建設業許可を受けていること

（下請負契約の総額が５，０００万円以上となる場合は、特定建設業の

許可が必要となる。ただし、特定ＪＶ構成員については代表構成員以外
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の者はこの限りでない。）。 

総合評定

値・所在

地等  

(1) 単体企業による参加者 

ア 令和６年度・７年度扶桑町入札参加者名簿に登録されている契約を

締結する営業所等（以下「契約営業所」という。）の所在地が愛知県

一宮建設事務所管内(一宮市、犬山市、江南市、稲沢市、岩倉市及び

丹羽郡)にあり、かつ、土木工事について扶桑町建設工事入札参加資

格を有している者 

イ 経営事項審査の土木工事における総合評定値（Ｐ）が、契約営業所

が扶桑町内にある者については７００点以上、扶桑町を除く愛知県一

宮建設事務所管内にある者については９５０点以上であること。 

ウ 契約営業所が扶桑町内にない者については、経営事項審査の土木工

事における年間平均完成工事高が９億円以上であること。 

 (2) 特定ＪＶによる参加者 

≪Ⅰ≫代表構成員 

ア 契約営業所の所在地が愛知県一宮建設事務所管内にあり、土木工事

について扶桑町建設工事入札参加資格を有している者 

イ 経営事項審査の土木工事における総合評定値(Ｐ)が、１,０００点

以上である者 

ウ 出資比率は他の構成員を上回るものとする。 

≪Ⅱ≫その他の構成員 

ア 扶桑町内に契約営業所を有している者で、契約営業所が土木工事に

ついて扶桑町建設工事入札参加資格を有している者 

イ 出資比率の最小限度比率は、３割とする。 

≪Ⅲ≫その他の条件 

 経営事項審査の土木工事における年間平均完成工事高の全構成員の合

計額が９億円以上であること。 

※経営事項審査の数値については、告示日時点の最新のものを採用す

る。 

配置技術

者  

当該工事に対応する許可業種に係る国家資格を有する主任技術者を配置

させること。なお、下請負契約の総額が５，０００万円以上となる場合

は、監理技術者の資格を有する者を配置させることとし、請負金額４，

５００万円以上となる場合は工事現場ごとに専任の監理技術者又は主任

技術者の資格を有する者を配置させること等、法の対応については、入

札参加者が自ら的確に行うこととする。 

その他  (1) 施行令第１６７条の４の規定に該当しない者（特定ＪＶについては

構成員全員）。 

(2) 次の期間のいずれの日においても、法第２８条の規定に基づく国土

交通大臣又は愛知県からの営業停止及び愛知県又は扶桑町からの指名

停止を受けていない者（特定ＪＶについては構成員全員）。 

  ① 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年

法律第５４号）違反、贈賄又は拘禁刑以上の犯罪に起因する営業
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停止及び指名停止については、当該入札の日から６月前の日まで

の間。 

  ② ①以外の事由に起因する営業停止及び指名停止については、制

限付一般競争入札参加資格確認申請書の提出期限日から当該入札

の日までの期間。 

(3) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更

生手続開始の申立てがなされていない者又は民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申立てがなさ

れていない者であること（特定ＪＶについては構成員全員）。 

(4) 本工事の設計業務の受託者（日本水工設計株式会社）と資本面又は

人事面において次に掲げる関係がないこと（特定ＪＶについては構成

員全員）。 

① 当該受託者の発行済株式総数の過半数を有し、又はその出資総額

の過半数を超える出資をしている場合。 

② 代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員を兼ねて

いる場合。 

③ その他①又は②と同視しうる特別な提携関係があると認められる

場合。 

(5) 入札に参加しようとする者の間に①から③のいずれかに規定する資

本関係又は人的関係がないこと（資本関係又は人的関係があるものの

全てが特定ＪＶの代表者以外の構成員である場合を除く。）。ただ

し、子会社等（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号の２

の規定によるものをいう。以下同じ。）又は子会社等の一方が会社更

生法第２条第７項に規定する更生会社又は民事再生法第２条第４号に

規定する再生手続が存続中の会社である場合を除く。また、入札執行

の完了に至るまでに基準に該当する事実が判明し、基準に該当する者

の１者を除く全てが入札を辞退した場合には、残る１者の入札は有効

として取り扱うものとする。なお、上記の関係がある場合に、辞退す

る者を決めることを目的に当事者間で連絡を取ることは、「扶桑町入

札者心得書（平成２年扶桑町告示第４１号、以下「入札心得」とい

う。）」第９条の２の規定に抵触するものではないことに留意するこ

と。 

① 資本関係がある場合 

・親会社等（会社法第２条第４号の２の規定によるものをいう。以

下同じ。）と子会社等との関係にある場合 

・親会社等を同じくする子会社同士等の関係にある場合 

② 人的関係がある場合 

・一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

・一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又

は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人を現

に兼ねている場合 
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③ その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

その他①又は②と同視しうる資本関係又は人的関係があると認めら

れる場合 

(6) 本告示日から落札決定までの間、「扶桑町が行う事務及び事業から

の暴力団排除に関する合意書」（平成２４年９月４日付け扶桑町長・

扶桑町教育委員会教育長・愛知県犬山警察署長締結、以下「合意書」

という。）に基づく排除措置を受けていないこと（特定ＪＶについて

は構成員全員）。 

(7) 健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の届出の義務を履行している

こと（当該届出の義務がない者を除く。）。 

(8) 元請として国（公社及び公団を含む）又は地方公共団体が発注した

公共工事における下水道管の推進工事を完了した実績を有すること。

（共同企業体の構成員の実績も含む。） 

 

４．その他の条件 

1 現場説明 なし  

2 入札保証金 扶桑町契約規則による。  

3 契約保証金等 契約金額の１０分の１以上の金銭的契約保証を求める。 

4 入札執行回数 １回 

5 前払金 有（扶桑町公共工事の前金払取扱要綱及び扶桑町公共工事の中

間前金払取扱要綱によるものとする。） 

 

５．入札参加資格の確認 

入札参加を希望する者は、競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）を電

子入札システムにより扶桑町指定の電子ファイルを添付して提出するとともに、入札参

加資格の確認に必要な添付書類等を書面にて１部提出し、入札参加資格の確認を受けな

ければならない。なお、期限までに申請書等を提出していない者又は入札参加資格がな

いと認められた者は、入札に参加することができない。なお、ＩＣカード再取得手続中

等、電子入札システムを利用できない場合は、事前に扶桑町の承諾を得た場合に限り、

紙による申請書、入札書等の提出による参加も可とする。 

 (1) 提出書類及び提出期間等 

提出書類 

ア．申請書（電子入札システムにより提出） 

イ．添付書類（持参又は郵送により提出、単独企業はＡからＥを、特

定ＪＶはＡからＨまでを構成員全員分も含め提出のこと。） 

Ａ  建設業許可通知書又は証明書の写し 

Ｂ  経営規模等評価結果通知書･総合評定値通知書の写し 

Ｃ  資本関係・人的関係調書 

Ｄ  使用印鑑届 

Ｅ  印鑑証明書（写し可） 

Ｆ  建設工事入札参加資格審査申請書（特定共同企業体） 

Ｇ  建設共同企業体協定書 
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Ｈ  委任状 

※証明書は申請日から３ヶ月以内の発行日のものに限る。 

※健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に加入していること又は

適用除外となっていることが経営規模等評価結果通知書･総合評

定値通知書の写しで確認できない場合は、確認できる資料の提出

を求める。 

提出期間 

ア．申請書（電子入札システムにより提出） 

令和７年８月８日（金）から令和７年８月２５日（月）午後５時ま

での電子入札システム利用可能時間 

イ．添付書類（持参又は郵送により提出） 

令和７年８月８日（金）から令和７年８月２５日（月）まで 

（扶桑町の休日を定める条例（平成２年扶桑町条例第２３号）第１

条第１項に規定する休日を除く。） 

 午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時まで 

提出場所 
扶桑町役場総務部行政課 

愛知県丹羽郡扶桑町大字高雄字天道３３０番地 

そ の 他 

提出書類に係る費用は、提出者の負担とする。 

提出書類は返却しない。 

提出書類は他に使用しない。 

(2) 入札参加資格の確認結果通知 

令和７年８月２９日（金）午後５時までに電子入札システムにより通知する。 

 (3) 入札参加資格を有しない者への理由の説明 

入札参加資格がない旨の通知をされた者は、令和７年９月５日（金）までに書面を

扶桑町役場総務部行政課に提出することによりその理由の説明を求めることができ

る。 

 

６．契約条項等を示す期間及び場所 

設計図書等の 

配 布 方 法 

設計図書等データは入札情報サービスにて閲覧に供する他に、入札

参加資格の確認結果通知後オンラインストレージを通じて提供（そ

のアドレスは電子入札システムの入札情報サービス及び競争入札参

加資格確認通知書に記載する予定）。設計図書等は扶桑町の承諾な

く本件入札以外の目的に使用することを禁ずる。 

質疑書提出日 令和７年９月９日（火）正午まで 

質疑提出方法 設計図書等に関する質問がある場合には、ＦＡＸにより扶桑町役場

総務部行政課へ提出すること。ＦＡＸの件名は「公共下水道汚水幹

線工事の質疑について」とすること。提出がない場合は、質問がな

いものとみなす。 

質疑回答 日 回答方法 入札情報サービスにて閲覧に供する。 

回答予定日 令和７年９月１１日（木）午後５時まで 

 

７．入札書に記載する金額 
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  契約者決定に当たっては､入札書に記載された金額に引渡し時点（※）の消費税法及

び地方税法で定められた税率を加算した金額（当該金額に１円未満[単価契約は１厘未

満]の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって契約価格とするの

で、入札者は､消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず､見積もった契約希望金額の税抜金額を入札書に記載すること。 

 （※）引渡し時点は、検査結果通知書に記載する「引渡し完了年月日」とする。 

 

８．入札の執行 

提出期間 
令和７年９月１６日（火）午前８時から令和７年９月１７日（水）

午後４時までの電子入札システム利用可能時間 

提出方法 

電子入札システムにより、入札書に必要な事項を入力し、工事費内

訳書を添付ファイルとして送信すること。ただし、事前に扶桑町の

承諾を得た場合は、扶桑町の指示により紙による入札書及び工事費

内訳書の提出も可とする。 

開札予定日時

及び開札場所 

令和７年９月１８日（木）午前８時３０分 

扶桑町役場総務部行政課 

その他  

(1) 入札で落札者がいないときは、その入札において最低制限価格

以上で最低の価格を提示した者に、見積書の提出を求め、随意契

約をすることができる。 

(2) 入札参加者は、入札書提出時に工事費内訳書を添付すること。

工事費内訳書は指定する様式とし、記載金額は、入札金額と同じ

金額とする。工事費内訳書の提出がない入札は無効とする。 

(3) 入札に関し談合の疑いがあるときは、入札の執行を延期又は中

止することがある。 

(4) 入札に参加する者が１企業である場合においても、原則として

入札を執行するものとする。 

(5) その他入札の執行は、入札心得及び電子入札要綱により行う。 

 

９．入札の無効 

 (1) 入札心得第１４条及び第１４条の２並びに電子入札要綱第１４条の規定に該当する

入札は無効とする。 

 (2) 本告示に示した入札参加資格のない者及び虚偽の申請をした者の行った入札は無効

とし、無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札を取り消す。なお、入

札参加資格を確認された者であっても、確認後指名停止措置を受け、入札時において

指名停止期間中である者等、落札決定時点において入札参加資格のない者の行った入

札は無効とする。 

 

１０．その他 

 (1) 本件契約に関し、談合、贈賄等の不正な事実が判明した場合には、請負金額の１０

分の１にあたる額を損害賠償金として請求する。 

   また、損害賠償の請求にあわせて本件契約を解除することがある。 
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 (2) 契約締結時に、紛争の解決を法第２５条による建設工事紛争審査会に委ねる旨の仲

裁合意書を締結するものとする。 

 (3) 本工事の下請工事及び建設資材等の発注については、できる限り扶桑町内業者への

発注に配慮すること。 

 (4) 本工事の下請工事の発注については、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に適切

に加入している者（加入義務のない者を含む。）への発注に努めること。 

 (5) 開札の日から契約締結の日までの期間において、落札者が合意書に基づく排除措置

を受けた場合は、原則として契約を締結しないものとする。また、落札者が同期間に

おいて扶桑町から指名停止措置を受けた場合は、契約を締結しないことがある。 

 (6) 暴力団等の排除措置により生ずる損害の賠償について、合意書に基づく排除措置を

受けた場合は、解除条項に基づき損害賠償を請求することがある。 

 (7) 契約の履行にあたり、妨害又は不当要求を受けた場合は、速やかに町に報告すると

ともに警察へ被害届を提出しなければならない。これを怠った場合は、指名停止措置

又は競争入札による契約若しくは随意契約において契約の相手方としない措置を講じ

ることがある。 

 (8) 問い合わせ先 

〒４８０－０１０２ 

愛知県丹羽郡扶桑町大字高雄字天道３３０番地 

扶桑町役場総務部行政課行政グループ 

電話０５８７－９２－４１０５ 

FAX ０５８７－９３－２０３４ 

メールアドレス gyousei_sc@town.fuso.lg.jp 

(ただし、外部からのメールは、当町のメールフィルタのため当方が閲覧するまでに

時間がかかる場合があります。また、メールの件名には「公共下水道汚水幹線工

事」の文言を入れてください) 
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公共下水道汚水幹線工事の制限付一般競争入札留意事項 

・予定価格の事前公表 

   本工事は、「扶桑町建設工事等の入札に係る予定価格の事前公表に関する実施要領

（平成１２年１０月）」に基づき予定価格を事前公表しているため、入札予定価格公

表分の入札執行回数は１回とし､その入札書に記載される入札金額に対応する工事費

内訳書（大項目まで）を提出すること｡ 

 

制限付一般競争入札 入札参加資格確認提出書類一覧 

 このほか競争参加資格確認申請書は、あいち電子調達共同システム(CALS/EC)における電

子入札サブシステムにより扶桑町指定の電子ファイルを添付の上、提出すること。 

書類            申請者 単  体 共同企業体 

建設業許可通知書又は証明書の写し 

（証明書は３ヶ月以内の発行日のもの） 
○ ○（構成員全員） 

経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書

の写し 
○ ○（構成員全員） 

資本関係・人的関係調書 ○ ○（構成員全員） 

使用印鑑届(※) ○ ○（構成員全員） 

印鑑証明書(※) 

（３ヶ月以内の発行日のもの､原寸で鮮明なものに限り写し可） 
○ ○（構成員全員） 

建設工事入札参加資格審査申請書（特定共同企業

体） 
 ○ 

建設共同企業体協定書  ○ 

委任状  ○ 

(※)：令和６年度・令和７年度において、既に扶桑町に提出している場合は提出不要。 

提出書類を郵送する場合、入札担当者の名刺を同封すること。  
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公共下水道汚水幹線工事制限付一般競争入札に参加する特定共同

企業体について 
 

 

 公共下水道汚水幹線工事の制限付一般競争入札に参加する特定共同企業体については、

共同企業体取扱い要領（昭和６２年扶桑町要領）に定めるほか、次のとおりとする。 

１ 構成員の結成方法は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 (1) 構成員の数は２社とし、自主結成とする。 

 (2) 扶桑町内に契約営業所を有する建設業者を含む組合せであること。 

 (3) 同一等級又は直近等級に属する構成員の組合せであること。なお、扶桑町内に契約

営業所を有する建設業者の等級については、扶桑町業者指名審査事務取扱要綱（昭和

５６年扶桑町要綱第６号）第８条第４項の規定に基づき１等級上位の等級とみなす。 

 (4) 構成員が結成することができる特定共同企業体の数は、１とする。 

 (5) 構成員の当該共同企業体に対する出資比率の最小限度基準は３０パーセントとし、

構成員において自主的に定めること。なお構成員のうち、出資比率の高い構成員を代

表構成員とする。 

２ 特定共同企業体を構成して競争入札に参加しようとする者は、次の各号に掲げる要件

を備えている者でなければならない。 

 (1) 扶桑町における土木一式工事に係る入札参加資格を有すること。 

 (2) 土木一式工事につき、営業年数が３年以上あり、かつ、元請として実績を有するこ

と。また、過去５年間に国（公社、公団、独立行政法人及び国立大学法人を含む）又

は地方公共団体（公社、公団、地方独立行政法人及び公立大学法人を含む）で１件あ

たりの請負代金額（税込）が２００万円超の土木一式工事実績を有すること。なお、

工事実績を確認できない場合、資料の提出を求めることがある。 

 (3) 代表構成員については土木一式工事に係る国家資格を有する主任技術者（下請代金

の総額が５，０００万円以上の場合は監理技術者）、その他の構成員については管工

事に係る国家資格を有する主任技術者となることができる者が存し、扶桑町から請け

負った本工事の請負代金の額が４，５００万円以上の場合は、これらの技術者を工事

現場ごとに専任で配置し得ること。 

 


